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研究成果の概要（和文）：インドネシア・ジャカルタ大都市圏のボデタベック（BODETABEK）地域の5つの郊外の
行政区域ごとの年齢階層の母集団比率に基づいて層化抽出により通勤行動者の標本収集を行った上で、日常的な
通勤における交通手段の選択判断をする際の通勤者の選好に影響を与える要因を解明することを目的として分析
を行った。通勤者全体としては自家用二輪車が約６割かつ通勤時間60分を超える者が約半数を占めており、厳し
い通勤事情が見受けられた。また、公共交通を選択する者は、年齢が若く、教育レベルが高く月収が高い、快適
さを重視する者であることがわかった。乗り換えの少ない者や、より長い通勤距離の者が公共交通を選択してい
た。

研究成果の概要（英文）：Infrastructure is playing an increasingly important role in a world 
experiencing rapid suburbanization. This study aims to understand the factors influencing commuter 
preferences in choosing transportation modes for daily travel-to-work. The method used in this 
research is a quantitative-positivistic paradigm within binominal logistic regression. A sampling of
 respondents was selected based on the age range ratio in five suburban locations (non-probability 
sampling). Using data from the household travel survey in the Bodetabek area, it was found that 
younger age (X1.2), higher education level (X1.4), higher monthly income (X2.1), comfortability 
aspects, and no need to transfer/switch to other modes (X3.1) and longer commuting distance (X3.3) 
affect commuters’ tendency to choose public transport. In this study, comfortability and no need to
 switch to other modes are considered commuter attributes that can support shifting to mass 
transportation for suburban communities.

研究分野： 建築・都市計画

キーワード： インドネシア　ジャカルタ　郊外　住宅地　交通

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
今後の整備の対象となっている郊外のスラム地区での生活状況を分析したところ、持ち家で住民同志の交流があ
る地区では移転意向が顕著に低くなることから、整備事業では居住者の関連属性をよく考慮して事業を施行する
必要がある。また、通勤において快適さを重視する者と乗り換え回数の少ない者を想定としつつ、特にブカシや
デポックなどで通勤者を支援する施策が有効であることを論じた。さらに、ジャカルタ大都市圏内のオンライン
バイクタクシー運転手に聴取したところ、コロナ禍において月収が9分の1から7分の1程度にまで落ち込むなど顕
著な収入減少があることから、転職や家計の強靭性確保に向けた支援が必要であることを論じた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 
木材資源の豊富な熱帯気候の中で、インドネシアは日本と同様に、木造低層住宅を基調とする

比較的低密度な都市化の拡大を見ている。「薄く、広く、速く」拡大してきたことがジャカルタ
大都市圏の都市化の特徴であるとも言えるだろう。一方で、ジャカルタの社会基盤全般の整備が
適度に実現しているのかどうか、という点が研究上の主な関心となった。すなわち、一般に日本
の都市計画で言うところの「都市施設」が適切に整備されているのかどうか、という点であった。
代表的な都市施設として考えられるのは「道路」や「都市高速鉄道」であり、公共交通機関の充
実度合いが注目される所以でもある。2004 年以降ジャカルタには 8 路線の BRT が整備されて
おり、一日 20 万人の乗客を運んでいるといわれる（JICA(2018)）。こうした中、近年、ジャカ
ルタ大都市圏をはじめとする都心エリアを事例とした研究では、スマートフォンのアプリケー
ションを通じて得られるオンラインタクシーサービス（Grab や Uber、Gojek 等）が今後も普及
していくであろうという見込みを支持するものが多い。ブルーバードなどの在来型タクシーは
待ち時間が多い一方で、オンライン・サービスはそれが少ないことが特徴であり、待ち時間の多
寡からみればオンラインタクシーの方がより効率的であるとする研究（Anh & Mateo-babiano, 
2013）や、より良いサービスや安価な運賃により利用者がプレミアムを享受している（Anwar, 
2017; Wicaksono et al., 2017）とする研究などがそれである。急激な都市化による無秩序な住
宅地の形成に伴う交通行動の混乱は、住宅地の形成過程とともに交通行動そのものを分析する
という、総合的かつ包括的な分析が必要となる。したがって、住宅地の形成とその整備状況を分
析するとともに、通勤行動をも踏まえた総合的な分析を行うことにより、ジャカルタ大都市圏の
郊外化の問題に対処する政策について建築・土木の両面から考察することとした。 
 
２．研究の目的 
ジャカルタ大都市圏の郊外地域、とりわけジャカルタ首都特別州「JA」外縁の「BODETABEK」

地域において急速かつ一気呵成に開発された低層住宅地を事例として、①その拡大過程の全容
を可能な限り定量的に把握するとともに、②日常的な通勤行動、通学・送迎や購買行動等の生活
行動、および常住地からの工場・余暇地・農地等への移動など種々の生活関連の交通サービスに
注目しながら、特に郊外地域におけるオンライン交通サービス利用拡大など公的サービスの不
足の補完過程・内部化過程の有無を明らかにする。これにより、③2007 年に抜本的な改革を見
た各自治体の空間計画制度の将来的な方向性を考察することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
上記の目的のために本研究では大きく３つの研究項目を設定した。第１にジャカルタ大都市

圏における市街地拡大状況を分析してその特徴を明らかにすること。第２に郊外部居住者の通
勤・生活・余暇行動の諸交通パターンにおいて、生活インフラの不足状況を人々がどのように克
服しようとしているかを明らかにすること。そして第３に、こうした人々の克服の試みを市場や
政策に取り込むための空間計画制度の方向性を考察すること、の３つである。 
ジャカルタ大都市圏の市街地拡大過程の分析においては、インドネシア政府の統計や GIS デ

ータの整理作業を行うため、インドネシア語を理解する研究員を雇用し、各種データの収集・整
理を行った。郊外開発を促す要因を考察するための基礎データとして 25000 分の 1 の電子地図
による大都市圏の GIS データ分析を行うとともに、都市を構成する諸要素（道路、建築などの
ポリゴンデータ、公共施設のポイントデータ）の各レイヤを作成し、それぞれの都市の
Kecamatan と呼ばれる行政区内の地区ごとの政府統計から、各種の小地域分析を行った。 
郊外部居住者の通勤・生活行動については、大都市圏内の特定地域の開発過程を検証するため、

DKI とともに BODETABEK 西部にあるタンゲラン地区の居住状況の調査を行った後、BODETABEK 全
体の通勤行動に関する利用意向分析を行った。通勤・生活・余暇行動における交通サービス不足
解消手段の探索のため、民間データ収集会社に依頼し、BODETABEK 地区の交通行動に関する
アンケート調査のため年齢別の層化抽出により 500 票のサンプルを取得した。 
このほか、ジャカルタ大都市圏の特徴を明らかにするため、インドネシア国内大都市の住宅政

策および都市計画に関する資料収集や論文執筆を行った。なお、2020 年度初頭に予定していた
ジャカルタ郊外の現地調査は再び新型コロナウィルスの影響で実施できなかったため、現地訪
問調査については GIS データの取得範囲を広げるなど、より詳細な地理情報分析に切り替えた。 
 
４．研究成果 
4-1 市街地拡大状況の分析 
市街地の拡大状況を分析するために、2020 年統計局発表の地区（Kecamatan）別人口数のテ

ーブルデータを GIS ポリゴンに結合させることにより、図 1 の人口分布図を得た。これによる
と、ジャカルタ特別州に著しい人口集中が見られるとともに、DKI 西部に位置するタンゲラン市、
南タンゲラン市、南部に位置するデポック市、ボゴール市、および東部に位置するブカシ市にお
いて、いわば人口の溢出が起きている様子が見られた。ジャカルタ大都市圏は既にジャカルタ特
別州（DKI）にとどまらず、周辺自治体に向けて拡大している明確になった。本研究では、この
ような拡大人口の受け皿をなっている５自治体に特に注目しながら研究を行った。 



 

図１ JABODETABEK 地域における人口分布 

（ArcMap ドット密度維持法による近似的分布図） 

（出所：Central Bureau of Statistics data in 2020 より作成） 

 
4-2 タンゲラン市における土地利用適合居住地の生活状況の分析 
 通勤状況の分析に先立って、住居系土地利用の広がりの特性を把握するため、タンゲラン市の
公的住宅事業を通して、居住者の生活行動の把握を行った。タンゲラン市ではスラム居住地の発
生、住居移転、都市インフラの整備など多くの課題を抱えていることから、市内の集落で公的共
同賃貸住宅（ルスナワ）への移転対象となる世帯に聴取を行い、前後の生活状況の変化について
考察した。ルスナワ（Rusunawa）とはインドネシア語の Rumah Susun Sewa（住宅・配置・
賃貸）の略称であり日本語で言う共同建ての賃貸住宅を意味するが、地方政府が供給する公的な
共同住宅であるので、ここでは公的共同賃貸住宅と一般名称に訳した。 
タンゲラン市を所管する地方開発企画庁の分類によれば、当市におけるスラム居住地には当

該地区の土地利用計画に合致しない無土地利用居住地（NLU: Non-Land-Use）と、適合する土
地利用適合居住地（ALU: Appropriate-Land-Use）に大別されている。NLU はいわゆるスクォ
ッター地区（不法占拠地区）と同意であり、土地・建物の所有権を有さず、スカルノハッタ国際
空港に接して 6地区があるとされる。一方、ALU には地方開発企画庁の土地利用計画上、住居地
域として適合する地域に形成された地区であり、土地・建物の所有権を有しており、住居不良度
や収入の基準から算定されて上位・中位・下位の地区に分類されている。ALU としては、合計
249地区約317haに5,122人の居住者があるとタンゲラン市によって2018年に同定されている。
これらのスラム居住地のうち、後者 ALU のスラム地区とそこから自発的に移転した公的共同賃
貸住宅に焦点を当てて、居住者の社会的交流の意識について分析を行った。 
 タンゲラン市における公的共同賃貸住宅は調査時点で既に３団地が建設されており、地方開
発企画庁によれば今後さらに 14 団地 55,419 戸の建設が予定されていた。これらの団地への移
転が予定されるスラム居住地を３地区選定した上で、対面式のインタビューにより得られた 92
名のサンプルについて、移動を希望する場合と継続居住を希望する場合の 2 値を従属変数とし
て、二項ロジスティック回帰モデルにより諸項目との関連性の説明を試みたところ、結果として
得られた知見は以下の通りである。第１に、居住者が高齢になるほど、移動欲求が弱くなる。第
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２に、居住期間が長いほど、持ち家居住者であるほど移動欲求が弱くなる。第３に、永続性の高
い住宅構造を持つほど移動欲求が弱くなる。第４に、近隣住民との対面による社会的交流の頻度
が多いほど移動欲求が弱くなる、ということであった。得られた Beta 値を見ると、近隣住民と
の対面による社会的交流の頻度および住宅の保有状況によって移動欲求がよく説明されること
が示された。社会的交流があり、持ち家であれば、スラム居住者の移動欲求が低下するという経
験的にも理解できる結果となった。 
 
4-3 ボデタベックにおける通勤行動の分析および政策の方向性 
インドネシア・ジャカルタ大都市圏のボデタベック地域の 5 つの郊外の行政区域ごとの年齢

階層の母集団比率に基づいて層化抽出により通勤行動者の標本収集を行った上で、日常的な通
勤における交通手段の選択判断をする際の通勤者の選好に影響を与える要因を解明することを
目的として分析を行った。方法論としては、通勤者の公共交通の選択要因について二項ロジステ
ィック回帰モデルによって定量的に推計した。標本収集は、通勤・生活・余暇行動における交通
サービス不足解消手段の探索のため、インドネシア・ジャカルタ大都市圏のボデタベック地域の
5 つの郊外の行政区域ごとの年齢階層の母集団比率に基づく、非確率的な層化抽出であった。民
間データ収集会社に依頼し、各区 100 票で合計 500 票のサンプルを取得した。分析の結果、通勤
者全体としては、距離的に 50km までの通勤者が 74％を占めているものの、自家用二輪車が約
６割かつ通勤時間では 60分を超える者が約半数を占めており、厳しい通勤事情が見受けられた。
公共交通を選択する者は、年齢が若い（X1.2）、教育レベルが高い（X1.4）、月収が高い（X2.1）、
快適さを重視する者であることがわかった。また、乗り換えの少ない者（X3.1）、およびより長
い通勤距離（X3.3）である者も、公共交通を選択していることもわかった。ブカシ（Bekasi）と
デポック（Depok）において、自宅から最寄り駅前の距離が有意に長かった。政策の方向性とし
ては、快適さを重視する者と乗り換え回数の少ない者を想定としつつ、ブカシやデポックなど郊
外の通勤者を支援して政策効果を高める条件を検討する必要があることを論じた。 
さらに、コロナ禍におけるジャカルタ大都市圏内の交通サービスの供給サイドの実態を把握

するため、2020 年 8 月にオンラインのバイクタクシー（ojek）ドライバーにオンライン業務開
始前後およびコロナ禍における収入の状況に関する合目的標本抽出による深層面接法による聴
取を行った。これによると、オンライン業務開始前に換算値で 128 米ドルから 354 米ドルだった
月収がオンライン業務開始後に 496 米ドルから 638 米ドルに上がった後、コロナ禍になって月
収 71 米ドル以下まで落ち込むなど顕著な収入減少があることを指摘し、転職や家計の強靭性確
保に向けた支援が必要であることを論じた。 

 

図 2 BODETABEK 調査対象地域内の標本分布と主要駅および交通手段の分析図 
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